
○ 環境問題を「自分ごと」と捉え、意識改革・行動変容を促す県民総ぐるみの新たな県民運動の展開
○ 若者を対象としたＳＤＧｓ学習会の開催等による担い手の発掘・育成と活躍できる環境づくり
○ 若者環境パートナーと連携したＳＮＳによる情報発信等協働の取組み
○ 環境情報総合ポータルサイトの整備、ＳＮＳや動画等を活用した積極的な情報発信
○ ＳＤＧｓ、ＲＥ100、ＥＳＧ投資セミナー等の開催による企業における環境意識の醸成
○ 本県ならではの環境資源を活用した体験の場の創出
○ 環境科学研究センターによる環境教室の実施、環境アドバイザー等の派遣による学習機会の創出

・気候変動リスクの拡大 ・新型コロナウイルス感染症
・自然災害の激甚化・頻発化 「新しい生活様式」の実践
・海洋プラスチック問題の顕在化 ・デジタル化の加速
・生物多様性の損失 など

第４次山形県環境計画の概要
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○ 漁業や地域と協調した洋上風力発電など大規模事業の県内展開の促進
○ (株)やまがた新電力のノウハウを活用した地元密着型の地域新電力会社の創出など地産地消の推進
○ 地球温暖化対策としての再生可能エネルギーの導入拡大・利用促進
○ 再生可能エネルギーを活用した地域課題解決に向けたモデル事業の展開
○ Ｖ２Ｈ等の新技術・仕組みを踏まえたＥＶ等を活用した災害対応力（レジリエンス）の強化
○ 自然環境や景観、地域の歴史・文化等との調和を図り地域と協調した再エネの導入促進

○ 県民運動等によるプラスチック削減に向けたライフスタイル変革の促進
○ 家庭・事業所における資源ごみの分別・リサイクルの促進
○ 市町村や関係機関との連携による食品ロスの削減
○ 研究開発・事業化への支援やリサイクル製品認定制度の充実による循環型産業の振興
○ 海岸漂着物等の回収・発生抑制の促進による環境負荷の低減

○ 重要な生態系の保全・再生及び野生鳥獣の適切な管理、鳥獣被害対策の推進
○ 自然公園施設の老朽化やオーバーユース等に対応した施設の整備・維持管理・利活用促進
○ 地元住民による「やまがた百名山」の環境整備の支援、環境資産の保全意識の醸成
○ 「『山の日』全国大会」を通した、本県の山岳資源の魅力発信及び認知度向上

○ 大気・水・土壌環境の保全と活用（「日本一空気のきれいな県」の維持・活用）
○ 生活排水対策としての処理施設の整備促進と適正な維持管理の確保
○ 「里の名水・やまがた百選」などの良好な環境の活用による地域活性化
○ 事業所における化学物質の排出削減と災害時を含めた漏洩防止対策の推進

背景と趣旨計画の位置づけ

山形県環境基本条例に基づき、環境の保全及び創造に関する施策の総
合的かつ計画的な推進を図るための計画

令和３年度～令和12年度（10年間）

施策の展開方向（６つのチャレンジ）

○ 2015年 ＳＤＧｓを掲げる「持続可能な開発のための2030
アジェンダ」及び「パリ協定」の採択

○ 2020年 「パリ協定」の本格運用開始

 これまで、第３次山形県環境計画に基づき、環境の保全及び創造に関する各種施策を展開
 その結果、本県の豊かな生活や産業などが持続的に発展するための基盤が形成
 一方で、地球規模で環境の危機が発生しており、国際的な合意の下、持続可能な社会の実現に向けた動きが加速
 「持続的発展が可能な豊かで美しい山形県」実現のため、新たに計画を策定し、目指すべき方向を提示

○ 2020年８月 本県において「ゼロカーボンやまがた2050」
を宣言

○ 2020年10月 政府としてＣＯ２などの温室効果ガスの排出
を2050年までに実質ゼロにする方針を表明

環境・社会の大きな変化

本県の現状（前計画目標の達成状況）

３ 再生可能エネルギー導入量

目標（R2） 現状（R1） 【現状】概ね順調だが、種別間
でバラつきがある67.3万kW 55.8万kW

４ １人１日当たりのごみ排出量

目標（R2） 現状（H30） 【現状】減少傾向だが、
更なる削減が必要820g 915g
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５ 山岳観光者数

目標（R2） 現状（R1） 【現状】目標達成に向け、
更なる誘客が必要856千人 789千人

６ 大気の環境基準達成率

目標（R2） 現状（R1）
【現状】目標達成

100％ 100％

１ 環境学習・環境保全活動への参加者数

目標（R2） 現状（R1）
【現状】前倒しで目標達成

167千人/年 176千人/年

２ 温室効果ガス排出量削減率 ※2013(H25)年基準

目標（R2） 現状（H29） 【現状】概ね順調だが、
更なる取組みが必要△19％ △16.4％

持続可能な社会に向けた国際的な潮流

本県及び政府の決意
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【施策の柱３】再生可能エネルギーの導入拡大による地域の活性化

【施策の柱４】３Ｒの推進による循環型社会の構築

【施策の柱５】生物多様性を守り、活かす自然共生社会の構築

【施策の柱６】良好な大気・水環境の確保と次世代への継承

【施策の柱１】持続可能な社会をけん引する人づくりと県民総ぐるみによる運動の展開

○ 省エネ・再エネによる排出削減対策と森林整備等による吸収源対策の総合的な推進
＜家 庭＞ 建築・住宅団体等と連携したやまがた健康住宅やＺＥＨ等省エネ住宅の普及
＜事業所＞ デジタル社会に対応した環境配慮型の事業運営の普及、省エネ･再エネ設備の導入促進
＜自動車＞ 電気自動車(ＥＶ)等の次世代自動車の導入推進、「置き配」等の推奨

○ 気候変動対策の推進体制の強化、市町村と連携した取組みの推進
○ 環境負荷軽減のための研究開発や設備導入等に対する支援
○ 気候変動適応センターの設置（環境科学研究センター）による気候変動「適応策」の推進

2050年までに温室効果ガス排出実質ゼロ

【施策の柱２】気候変動対策による環境と成長の好循環（グリーン成長）の実現

気
候
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を
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う

～ ゼロカーボンへのチャレンジ ～

環境学習・環境保全活動への
参加者数

目標(R12)：210千人/年

温室効果ガス排出量削減率

目標(R12)：△50％【H25比】

県内電力総需要量に対する県内で
発電された再エネ発電量の割合

目標(R12)：43.4％

１人１日当たりのごみ排出量

目標(R12)：810g

やまがた百名山等利用者数

目標(R12)：1,000千人

大気の環境基準達成率

目標(R12)：100％



学校・家庭・地域、ＮＰ
Ｏ等多様な主体の連携協
働による取組みの促進

環境保全団体等、実践者
間のネットワーク、パー
トナーシップの構築

事業者団体や市町村等と
の連携による県民総ぐる
みの運動展開

次代をけん引する若者等幅広い年齢
層の多様な担い手の発掘・育成と活
躍できる環境づくり

ＳＤＧｓ学習会等を通した高校生な
どの若者環境パートナー制度の創設
等担い手の裾野の拡大

環境アドバイザーの選任、環境学習
支援団体等の掘り起こしと拡大

「環境やまがた大賞」の顕彰等優良
事例の発掘・普及

ア 体験活動への参加推進

本県ならではの環境資源を活用した体験の場の創出

「環境学習プログラム」等を活用した学習機会の充
実

「やまがた木育」の推進

イ 環境科学研究センターの環境教育拠点機能の充実

ウ 情報発信の強化

環境情報総合ポータルサイトの整備、ロゴマーク・
動画の作成、ＳＮＳ等を活用した情報発信

施策の展開方向

• ゼロカーボンへのチャレンジは必然であるとともに「負担」ではなく「質の高い暮らしにつながるもの」であるとい
う意識を持ち、前向きに取り組んでいる。

• 全ての世代の県民一人ひとりが環境問題を「自分ごと」として捉えるとともに、自ら「気づき」、「考え」、「判
断」し、環境に配慮した「行動」を実践している。

• 次代をけん引する若者たちが環境に関心を持ち、保全等に向けた率先行動を起こし、周囲の人々の行動にもポジティ
ブな影響を与えている。

• 豊かな地域の自然環境資源に接し体験することで、環境保全意識が高まり、郷土愛が育まれている。

【施策の柱１】持続可能な社会をけん引する人づくりと県民総ぐるみによる運動の展開

環境学習・環境保全活動への参加者数210千人

Zero-Carbon Challenge
～環境を守るのは県民一人ひとり～

◎ 気候変動を防災や健康など自らの命や暮らしにも関わる身近な問題と関連付け

◎ 全ての世代の県民一人ひとりが環境に配慮した行動ができるよう、ライフステージを踏まえた環境教育・環境学習を推進

◎ 「山形県環境教育指針」の普及浸透による学校におけるＥＳＤの推進

◎ 「環境・経済・社会」の相互の関わりを踏まえた環境問題の理解促進

◎ ゼロカーボンの認知度、理解度を高め、意識やライフスタイルの変革を促す県民総ぐるみの新たな県民運動の展開

◎ 人や地球環境、社会に配慮した「エシカル消費」の推進、強制的でなく自発的に望ましい行動を促す「ナッジ」の手法の活用

◎ 企業における環境価値の意識を醸成する取組みの推進

１ 環境問題を「自分ごと」として捉えるための意識改革・行動変容の促進、県民総ぐるみによる運動の展開

４ パートナーシップ
の充実・強化

２ 担い手の発掘・育成と
活躍できる環境づくり

３ 学習機会の充実
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気候変動に関する情報
集約

県民への積極的な情報
提供

気候変動適応セミナー
の開催による普及啓発

分野別適応策の推進

国の気候変動適応セン
ター等との連携

 やまがた森林ノミクスの
推進

 やまがた緑環境税・森林
環境譲与税の活用による
森林整備

 間伐、再造林等の推進
（ＣＯ２吸収）

 木材利活用の推進
（ＣＯ２固定）

 大規模事業の県内展開（洋
上風力等）

 地域新電力を活用した再エ
ネの地産地消の推進

 Ｊ-クレジット制度を活用
したＣＯ２削減価値の見え
る化と県民への還元

 次世代エネルギーの利活用促
進（水素エネルギー等）

施策の展開方向

森林吸収源対策再エネ導入拡大

• それぞれの主体がゼロカーボンに向け、生活の中に省エネ、再エネを取り入
れ、環境に配慮した行動をとり、スマートで快適な暮らしを実現している。

• 県民の行動変容や企業のＳＤＧｓ経営が浸透し、環境保全と経済成長が両立
した持続可能な社会が実現している。

• 県民が気候変動への危機意識を持ちながら、その影響に適応し、安全・安心
に暮らしている。

２ 気候変動への『適応』１ 気候変動の『緩和』

気候変動適応センター
の設置
(環境科学研究センター)

ソフト ハード

家 庭

ＨＥＭＳ等による省
エネの見える化

省エネ住宅普及推進
員の養成、普及啓発

やまがた健康住宅、
ＺＥＨの普及

再エネ設備、蓄電
池の導入

事業所

ゼロカーボンに向けた
企業経営文化の醸成

デジタル社会に対応
した環境配慮型の事
業運営の普及

省エネ、再エネ設
備の導入

ＺＥＢの普及

自動車
エコドライブの推進
「置き配」の普及

ＥＶ、Ｖ２Ｈの導
入と災害時活用

地域社会
・農業

コンパクトシティの推進
地域公共交通ネットワークの充実
農業に関する研究開発と技術の普及拡大

環境配慮と快適な暮らしが両立する省エネの推進

【施策の柱２】気候変動対策による環境と成長の好循環（グリーン成長）の実現

○ 2020年８月
「ゼロカーボンやまがた2050」を宣言

○ 2020年10月
政府としてＣＯ２などの温室効果ガスの排出
を2050年までに実質ゼロにする方針を表明

本県及び政府の決意

2050年までに温室効果ガス排出実質ゼロ
※

Zero-Carbon Challenge
～気候危機を止めよう～

ゼロカーボンの流れをビジネスチャンスと捉えた「グリーン成長」の実現

企業の経営戦略としての、環境価値への意識醸成（ＳＤＧｓ経営、ＳＢＴ・ＲＥ100・ＥＳＧ投資等の啓発）

環境負荷軽減のための研究開発や設備導入等への助成、新技術・新製品開発等に係る助言

新たに環境関連市場への参入を目指す創業者に対する支援

３ 成長戦略としての環境の取組みの推進

 県民・市町村、事業者等県民各層による推進会議の設置

 県地球温暖化防止活動推進センター等関係機関と連携した地
域における取組みの推進

 市町村実行計画（区域施策編）の策定支援

 セミナー開催等、住民の理解促進や意識向上のための市町村
と連携した取組みの推進

気候変動対策に係る推進体制の強化
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漁業や地域と協調した本県沖での洋上
風力発電の導入に注力

送電網の系統制約の解消に向け関係機
関に対し継続的な提案要望活動

ＦＩＴ制度の見直しや出力抑制頻度の
増加について関係者の理解促進

小規模な発電事業者に代わり電力の需給
管理を行うアグリゲーターの育成支援

(株)やまがた新電力のノウハウを活用
し地元密着型の地域新電力を創出

地中熱、雪氷熱、温泉熱などの利活用
の事業化支援、事業成果を県内に波及

ゼロカーボン社会実現の道筋を見据え
た再エネの導入拡大

ＣＯ２フリー電気の環境価値を県内企
業が取得できる仕組みの構築

水素エネルギー等新たなエネルギー資
源の開発・導入の可能性等の調査

１ 大規模事業の県内展開促進 ２ 再エネの地産地消
３ 地球温暖化対策としての

再エネの導入拡大・利用促進

山形県エネルギー戦略の目標、ゼロカーボンやまがた２０５０の実現
に向け、更なる取組みを進める

再エネを活用した地域課題解決に向け
たモデル事業の展開

再エネ関連産業の育成と地域発イノ
ベーションの創出

県民が再エネ事業に参加する県民参加
型の取組みの推進

家庭や事業所に対し蓄電池の導入を支
援

Ｖ２Ｈ等の新たな技術・仕組みを踏ま
え、ＥＶやＰＨＶを活用した大規模災
害への対応を検討

マイクログリッド※の構築研究
※大規模発電所に頼らない再エネ等による小規模なｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾈｯﾄﾜｰｸ

自然環境や景観、地域の歴史・文化等
と調和のとれた再エネ発電施設の導入
を住民合意のもとで進めていく手続き
等の明文化を検討

事業者に対し計画段階での地元説明を
求め、知事が事業を認定する仕組み等
を検討

４ 地域資源活用による経済循環
及び地域課題の解決

５ 災害対応力（レジリエンス）
の強化

６ 自然環境や歴史･文化等との調和
を図った再エネの導入促進

施策の展開方向
◇ 再エネの供給基地化

◇ 分散型エネルギー資源の開発と普及

◇ グリーンイノベーションの実現
（再エネ導入拡大等を通じた産業振興）

山形県エネルギー戦略（H24.3～R13.3）

ＦＩＴの抜本見直し
再エネ環境価値の高まり
グリーンリカバリー

• 自然環境や景観、地域の歴史・文化等との調和や地域との協調のもと、太陽光や風力、中小水力などによる大規模な発電や
災害時の電熱源確保が図られ、再生可能エネルギーの供給拠点ができている。

• 地域に適した再生可能エネルギーの分散型供給体制が整備され、そのエネルギーが地域内で効率的に消費（省エネ）され、
エネルギーの地産地消が実現している。

• 再生可能エネルギー導入に係る施設整備やメンテナンスなど県内に関連産業が創出され、県内事業者が起業・参入し、地域
が活性化している。

【施策の柱３】再生可能エネルギーの導入拡大による地域の活性化

県内電力総需要量に対する県内で発電された再エネ発電量の割合43.4％

Zero-Carbon Challenge
～再エネを創ろう・使おう～
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県民運動等によるライフスタイルの変革の促進

家庭・事業所での分別・リサイクルの促進

• 市町村との連携による資源ごみの分別徹底

• ＡＩによる需要予測などを活用した小売業や飲食業にお
ける発注支援システムの導入支援

循環資源に関する情報収集及び発信

• 国際情勢を踏まえた廃プラスチック類・古紙類等の再生
利用ルートの確保・拡充

• 職員出前講座、環境アドバイザー等の派遣による環境教
育の推進

食品ロスの削減

• 市町村や関係機関との連携による家庭・事業所への普及
啓発

• 消費期限切れが近い商品の販売促進サービスの導入支援

• 「フードバンク活動」への支援・協力

• 学生等の食品ロス削減活動の担い手の育成

• 市町村食品ロス削減推進計画の策定支援

• 県内の食品ロス量把握のためのごみ組成調査の実施

研究機関や企業支援機関、専門家と連携した企業の３Ｒ推
進に係る支援

リサイクル製品認定制度の充実等によるリサイクル産業の
振興

廃棄物の適正処理の推進

• 立入検査等による監視・指導の徹底及び優良産廃処理業
者の育成

• 感染症に伴い排出される廃棄物の適正処理に係る周知

• 市町村災害廃棄物処理計画の運用支援

• 処理事業者の事業継続計画の策定支援

海岸漂着物等の回収及び発生抑制の促進

• 地域による回収処理・清掃活動への支援

１ 資源循環型社会システムの形成 ２ 資源の循環を担う産業の振興

３ 廃棄物の適正な処理による環境負荷の低減

施策の展開方向

• 県民や事業者が高い意識のもと、３Ｒを実行し、ごみの発生量の最小化が図られている。

• 循環型産業が発展し、バイオマスプラスチックなどの再生可能資源を使用した様々な製品が、産業分野や消費生活など
のあらゆる場面で広く普及している。

• 廃棄物の適正処理や清掃美化活動の推進、ポイ捨て・不法投棄の撲滅により、美しく豊かな自然環境と快適な生活環境
が保たれている。

【施策の柱４】３Ｒの推進による循環型社会の構築

・第４次山形県環境計画の個別計画（分野別計画）

・食品ロス削減推進計画、海岸漂着物対策推進地域計画を統合

第３次山形県循環型社会形成推進計画（R3～R12）

１人１日当たりのごみ排出量820g

Zero-Carbon Challenge
～プラごみを減らそう～
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山岳資源や自然公園、野外レクリ
エーション施設等の保全・整備・維
持管理及びその利活用を推進

計画的な造林や間伐等の森林整備な
ど、多様で健全な森林づくりの推進

荒廃森林の復旧整備、水土保全機能
の低下した森林の整備

県民参加の森づくり等の推進

継続的な河川・海岸の保全、清掃美
化活動の支援

環境影響評価等の推進

自然とのふれあい体験活動等への参
画を促し、県民の生物多様性に対す
る理解を促進

多様な主体が連携・協働し、絶滅の
おそれのある種や重要な生態系を保
全・再生

外来種対策の推進

野生鳥獣の適正な管理の推進
（ﾂｷﾉﾜｸﾞﾏ、ﾆﾎﾝｻﾞﾙ、ｲﾉｼｼ、ﾆﾎﾝｼﾞｶ）

地域の実情に応じた集落単位での総
合的な鳥獣被害対策の推進

「やまがた百名山」に関する更なる
情報発信

「『山の日』全国大会」の開催による
やまがた百名山等利用者数の増加

登山道等の予防保全型の修繕や避難
小屋の新設

豊かな自然・景観を活かした地域活
性化の推進

農山漁村地域の保全と活用による
農業の有する多面的機能の維持・発
揮

１ 生物多様性の保全 ２ 自然環境との共生 ３ 環境資産の活用・継承

生物多様性がもたらす４つの恵み（生態系サービス）

【くらしの基盤】
（供給サービス）

【安全・安心の基礎】
（調整サービス）

【豊かな文化の基盤】
（文化的サービス）

【生命の存立基盤】
（基盤サービス）

食料、水、木材、繊維、医
薬品の原料等の資源の提供
など

水質浄化、気候の調節、自
然災害の防止や被害の軽減
など

自然景観の美しさ、精神・
宗教的価値、レクリエーショ
ンの場の提供など

光合成による酸素の提供、
栄養塩の循環、土壌形成
など

施策の展開方向

【施策の柱５】生物多様性を守り、活かす自然共生社会の構築

やまがた百名山等利用者数（山岳観光者数）1,000千人

Zero-Carbon Challenge
～生物多様性を守ろう～

• 生物多様性の重要性が広く認識され、多様な主体が保全活動に参画している。

• 生物多様性がもたらす豊かな恵みを享受し、持続的に活用している。

• 本県ならではの自然環境や景観などの環境資産を活かした取組みにより、地域の活性化が図られている。
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現
状
・
課
題

対

応

モニタリングの実施（ＢＯＤ、
有害物質等）

事業所に対する排出基準の遵
守徹底

生活排水処理施設の整備促進

水資源保全地域の指定拡大

「里の名水・やまがた百選」
の活用

モニタリングの実施（窒
素酸化物、ＰＭ2.5等）

事業所に対する排出基準
の遵守徹底

光化学オキシダントの注
意報発令時の迅速な伝達

フロン類回収の徹底

事業所における土壌
汚染の未然防止およ
び土壌の浄化指導の
徹底

地盤沈下の監視

ダイオキシン類等有害化
学物質の排出削減の指導

事業所における化学物質
の漏洩防止対策の強化

浸水被害時を想定し、Ｐ
ＲＴＲデータ等を活用し
た化学物質の漏洩防止

生活型公害苦情への迅速
な対応

１ 大気 ２ 水 ３ 土壌 ４ 災害 / ５ 公害苦情

最上川の水質は年々改善

公共用水域・地下水において、
一時的、局所的な汚染

生活排水処理施設普及率は
93.1％まで向上(2019)

県内の民有林面積の約57％を
水資源保全地域として指定
（2019）

硫黄酸化物など大気の環
境基準を達成し概ね良好

都道府県ごとの比較で最
も空気のきれいな県
（ＰＭ2.5（2016～2018））

光化学オキシダントは全
国同様に環境基準未達成

有害物質使用事業所
敷地などに局所的な
土壌汚染を確認

地盤沈下は概ね沈静
化

災害時を含めた、化学物
質の流出防止対策および
流出時の対応方法検討

大気汚染、水質汚濁、騒
音、悪臭などの公害苦情
件数は減少傾向

近隣騒音など家庭生活に
起因する苦情割合が増加

施策の展開方向

【施策の柱６】良好な大気・水環境の確保と次世代への継承

ＰＭ2.5(微小粒子状物質)の環境基準達成率100％

Zero-Carbon Challenge
～日本一きれいな空気を～

• 月山や鳥海山を望むことができるどこまでも澄み渡る青空、母なる川最上川をはじめとした河川の清らかな水な
ど良好な環境が受け継がれ、河川敷等が県民に親しまれる空間となっている。

• 本県の豊かな森林の水源を涵養する機能が維持され、清らかで豊富な水資源が生活環境や経済活動に潤いを与え
ている。
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